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保険料を納めることが困難な方は
　　保険料免除制度　　保険料免除制度をご活用ください
　国民年金の保険料（月額16,520円）を納めること
が困難な方で、本人、配偶者、世帯主の前年の所得
が一定基準額以下、または失業などにより納付する
ことができない場合は、申請により保険料の全額ま
たは一部納付が免除される「保険料免除制度」があ
ります。

　例えば、令和５年７月に申請する場合は、令和３
年６月までさかのぼって申請できます。
　申請手続きは、役場または各支所でできますので
ご活用ください。

７月から令和５年度分の申請ができます！
（過去２年までさかのぼって申請が可能）

免除区分 納付額（月額） 年金額への反映割合

全額免除 免除（全額） な　し ４／８

４分の３免除 納付
１／４ 免除３／４   4,130円 ５／８

半額免除 納付１／２ 免除１／２   8,260円 ６／８

４分の１免除 納付３／４ 免除
１／４ 12,390円 ７／８

　一部免除が承認された場合の、減額された保険料
を納めていない期間は「未納」扱いとなり、将来の老齢
基礎年金の額に反映されないのでご注意ください。
　また、障がいや死亡といった不測の事態が生じた
ときの「障害基礎年金」や「遺族基礎年金」を受け
取ることができなくなる場合があります。

　保険料の免除の承認を受けた期間がある場合、将
来受け取る老齢基礎年金が少なくなります。
　免除の承認を受けた期間の保険料について、過去
10年にさかのぼって納めることができます。
　追納を行う場合は、函館年金事務所へお問い合わ
せください。

一部免除（4分の 3、半額、4分の 1）の場合は、
減額された保険料を納めましょう！（上の表参照）

受け取る年金額を補うために、免除された
保険料の「追納制度」があります

※申請者本人のほか、配偶者及び世帯主の方も所得基準の範囲内である必要があります。
※�所得基準を超えている場合であっても、失業などによる特例がありますので、失業中の方は、雇用保険受給資格証または離職票
を持参してください。

免除となる所得基準

前年の所得が次により計算した金額の範囲内であること
■全 額 免 除→　  35万円 ×（扶養親族等数 ＋ １）＋ 32万円以下
■４分の３免除→　  88万円 ＋ 扶養親族等控除額 ＋ 社会保険料控除額等
■半 額 免 除→　128万円 ＋ 　　　　　　　　 〃
■４分の１免除→　168万円 ＋ 　　　　　　　　 〃
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